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ポーランド政治・経済・社会情勢 
（２０２０年１０月８日～２０２０年１０月１４日） 

令和２年（２０２０年）１０月１６日 

H E A D L I N E S 

政治 
最高裁規律部によるモラヴィエツ判事の刑事免責の破棄 

モラヴィエツキ首相の隔離 

新型コロナウイルス感染症対策に関するモラヴィエツキ首相と野党代表の協議 

動物保護法改正案の修正案の上院可決 

新型コロナウイルス感染症に関する重点制限地域の拡大と制限措置の強化 

Ｖ４外相会合の開催 

シンコフスキ・ヴェル・センク外務副大臣とクルス・スロバキア外務副大臣との会談 

ラウ外相とポンペオ米国務長官との電話会談 

ポーランド・英国政治対話の実施 

ポーランド国家安全保障局長官、フランス外務省政治局長兼欧州外務・安全保障局長と会談 

ナゴルノ・カラバフ情勢に関する大統領府発表 

新型コロナウイルス感染症に関するＶ４情報交換センターの創設 

ラウ外相のＥＵ外務理事会出席 

ヴェニス委員会による人権擁護官の任命に関する発言 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領によるポーランド・ウクライナ共同宣言の発出 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領の共同インタビュー 

モラヴィエツキ首相とミシェル欧州理事会議長との会談 

欧州復興基金を巡るカチンスキ「法と正義」党首及びヤブウォンスキ次官の発言 

トールボーイ爆弾、ポーランド史上最大の不発弾を処理 
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治安等 
新型コロナウイルス感染症に関する国家警察本部報道官の発言 

農業従事者が動物愛護法改定案に対する抗議活動を実施 

統計の改ざんを行った警察官などを逮捕 

反汚職庁が元副首相などを逮捕 

経済 
付加価値税率の維持 

ドゥダ大統領のポーランド・ウクライナ輸送・エネルギー共同事業フォーラムへの出席 

政府、日曜日の商業施設営業禁止の一時解除を検討 

ＭＦによるポーランド経済見通し 

９月の消費者物価指数 

新中央空港（ＣＰＫ）に関するＥＵからの補助金 

サムスンによる５Ｇ市場参入 

原子力開発計画（PPEJ）の閣議決定 

ポーランド・ウクライナ 炭化水素の共同生産に関する投資協定締結 

石炭業界との意見交換を踏まえエネルギー戦略を見直し【 

国営ガス・石油企業PiGNiGのヨーロッパクリーン水素同盟（ECH2A）加盟 
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大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

「たびレジ」への登録のお願い 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

マイナンバーカード取得のお願い 

年金受給者の現況届提出について 

大使館広報文化センター開館時間 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８、 ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ http://www.pl.emb-japan.go.jp 

政    治 

 

最高裁規律部によるモラヴィエツ判事の刑事免責の

破棄【１２日】 

 １２日、最高裁判所規律部は、クラクフ検察局の要

請を受け、クラクフ高等裁判所のモラヴィエツ判事の

刑事免責を破棄する決定を下した。他方、本決定に

法的拘束力はないとしている。クラクフ検察局は、同

判事が７年前に控訴裁判所への書類作成にあたっ

て金銭を受け取り、汚職と権限濫用があったと主張

している。モラヴィエツ判事の弁護人は、今次決定に

法的拘束力が付与された場合、欧州人権裁判所へ

の提訴の可能性を検討する旨述べた。最高裁規律

部をめぐっては、本年４月、欧州司法裁判所が裁判

官の規律規定の即時停止を命じる暫定措置を決定

している。 

 

モラヴィエツキ首相の隔離【１３日】 

 １３日、首相府は、１０月９日に接触した人物の新

型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）への感染が

本１３日朝に確認されたことにより、モラヴィエツキ首

相が隔離に入ったとし、隔離期間中も対応の決定や

各種会合の主催等の執務を遂行すると発表した。同

日、ミュレル政府報道官は、モラヴィエツキ首相の新

型コロナウイルスの検査結果が陰性であったと発表

し、他方で医師や衛生当局が決定を行うまでの期間

は隔離を継続すると述べた。 

 

新型コロナウイルス感染症対策に関するモラヴィエ

ツキ首相と野党代表の協議【１３日】 

 １３日、モラヴィエツキ首相は、テレビ会議形式にて

野党代表と新型コロナウイルス感染症対策に関する

協議を実施した。ドヴォルチク首相府長官は、本会

合での主要テーマは政府による対策と医療状況で

あったとし、野党代表との間で見解の相違はあった

が、建設的な会合であったと述べた。また、同長官

は、同感染症対策において更なる立法措置や法改

正が必要であるため、国会で冷静に議論を行い、よ

り良く協力していくために、今回のような会合を定期

的に開催していくと述べた。 

 

動物保護法改正案の修正案の上院可決【１４日】 

１４日、上院は、動物保護法改正案の修正案の投

票を行い、賛成７６票、反対１１票、棄権１０票で同案

を可決した。採決にあたり、与党「法と正義」（ＰｉＳ）所

属議員７名、野党「市民連立」（ＫＯ）議員１名、農民

党議員３名が反対票を投じた。同修正案では、儀式

における鳥類殺害を制限対象から除外し、毛皮用の

動物飼育の禁止については２０２３年６月まで、儀式

における鳥類以外の動物殺害の制限については２０

２５年１２月まで移行期間としている。また、農業従事

者が同改正案によって生じる損害の補償の申請を

可能とする規定も加えられた。 

 

新型コロナウイルス感染症に関する重点制限地域

の拡大と制限措置の強化【１５日】 

 １５日、モラヴィエツキ首相及びニェジェルスキ保健

大臣が記者会見を行い、１０月１７日より、ワルシャ

ワ、クラクフ等の主要都市を含む１５２自治体（全自

治体の約半数）を、制限措置を重点的に再強化して

いる赤ゾーンに指定すると発表した。また、１０月１７

日より、商業施設の入店制限、レストランの営業時

間の短縮、公共交通機関の利用人数制限、集会や

各種行事への参加人数制限の厳格化等、制限措置

の強化が予定されている。 

Ｖ４外相会合の開催【８日】 ８日、シンコフスキ・ヴェル・センク外務副大臣は、

内    政 

外交・安全保障 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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安全保障に関する国際会議ＧＬＯＢＳＥＣに出席する

ためスロバキアのブラチスラバを訪問した際、Ｖ４諸

国外相と会談を行い、Ｖ４の将来、法の支配、ベラ

ルーシ情勢等について議論した。同副外相は、Ｖ４

は欧州における中・東欧のシンボルとなったと評価し、

特に地域のインフラ・プロジェクトにおける協力の進

展について称賛した。  

また、同副外相は、ポーランドの法の支配を巡る

欧州委員会との対立についても言及し、ＥＵ基金を

各加盟国の法の支配に条件づけることについて反

対を表明した。さらに、同副外相は、バーリー欧州議

会副議長が、ＥＵは法の支配に問題のあるポーラン

ド及びハンガリーを「財政的に飢えさせる」べきであ

ると発言したことについて批判し、断じてこれを受け

入れられないと述べた。 

ベラルーシ情勢に関し、同副外相は、問題の解決

についてオープンなコミュニケーション・チャネルが必

要であり、ベラルーシとロシアの間で誠実な対話が

行われるとは考えられない、と述べた。 

また、Ｖ４外相は、ル・ドリアン仏外相と「Ｖ４＋仏」

のフォーマットで外相会合を行った。外相らは、ベラ

ルーシ情勢、東地中海情勢、ＥＵのグローバル・パー

トナーとの関係、移民政策及び新たな難民協定につ

いて議論した。 

 

シンコフスキ・ヴェル・センク外務副大臣とクルス・ス

ロバキア外務副大臣との会談【８日】 

８日、シンコフスキ・ヴェル・センク外務副大臣は、

スロバキアのブラチスラバにおいて、クルス・スロバ

キア副外相と会談し、次回のポーランド・スロバキア

政府間協議、ヴィア・カルパティア・プロジェクト等の

インフラ協力、ベラルーシ情勢等について議論した。 

同副外相は、スロバキアは緊密なパートナーであ

り、良好な近隣関係があるのみならず、地域及び欧

州のフォーマットで緊密に協力しており、新型コロナ

ウイルス感染症の困難な状況にもかかわらず、定期

的な対話を維持している、と述べた。同会談では、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大によってもたら

された新しい状況でのＶ４としての協力の重要性を

確認し、また、Ｖ４創設３０周年の記念行事の可能性

についても議論した。同副外相は、ポーランドにとっ

て、３０年に及ぶ協力が何度も示してきたようにＶ４

は欧州における中・東欧地域の立場を強める上で重

要な要素である、と強調した。 

 

ラウ外相とポンペオ米国務長官との電話会談【８日】 

８日、ラウ外相は、ポンペオ米国務長官と電話会

談を実施した。同外相は、会談において、環大西洋

関係及び米国との戦略的で多面的なパートナーシッ

プを強化することがポーランドのプライオリティの一

つであると強調した。同会談は、大きく変化する環大

西洋情勢に鑑み、定期的な政治対話の重要性を強

調する目的で実施された。 

ポンペオ米国務長官は、ポーランド及び欧州の安

全保障、経済、エネルギー分野における二国間の協

力に対する完全なコミットメントを保証した。また、両

外相は、宗教及び信念の自由の促進といった両国

の共同イニシアティブにより、二国間関係をより発展

させていくことで一致し、この文脈において、１１月１

６日及び１７日にポーランドが主催する宗教の自由

に関する国際会議に向けた準備についても議論され

た。また、両外相は、最近のベラルーシの政治情勢

についても議論した。 

 

ポーランド・英国政治対話の実施【８日】 

８日、プシダチ外務次官は、モートン英国外務次

官とポーランド・英国政治対話を実施し、ベラルーシ

情勢、対ロシア関係、ナゴルノ・カラバフ情勢等につ

いて議論した。 

ベラルーシ情勢について、両次官は、ベラルーシ

当局の平和的抗議活動者に対する抑圧を非難し、

公正な大統領選挙の再実施に対するベラルーシ市

民社会の決意を強調した。両次官は、不正選挙及び

抑圧の責任者に対する制裁は重要であるが、西側

のベラルーシ政策はこれだけに限られず、ベラルー

シ市民社会の長期的な支援、独立したメディア、非

政府組織及び民主的変化後の体系的な経済支援も

重要な要素となるとの考えで一致した。 

対ロシア関係について、両次官は、人権及び市民

社会の支援がロシアとのいかなる関係においても最

も重要な要素であることを確認し、悪化する状況に

対し適切な対応をしなければならないという考えで一

致した。ノルド・ストリーム２を巡る問題について、プ

シダチ次官は、ポーランドの批判的な立場を再強調

し、最近の出来事は、経済関係を含むあらゆる関係

においてロシアが信頼できるパートナーとは考えら

れないことを証明した、述べた。 

ナゴルノ・カラバフ情勢について、ＥＵを含むこれま

での国際社会の取組みは、戦闘のエスカレーション

を止めることができず、市民を含む多くの犠牲者を

出したと結論づけた。両次官は、欧州委員会によっ

て提示された人道支援の重要性について強調し、欧

州安全保障協力機構（ＯＳＣＥ）議長及びＯＳＣＥのミ

ンスク・グループの仲介努力を支持した。 

 

ポーランド国家安全保障局長官、フランス外務省政

治局長兼欧州外務・安全保障局長と会談【８日】 

 ８日、ソロフ・ポーランド国家安全保障局（ＢＢＮ）長

官は、エレラ・フランス外務省政治局長兼欧州外務・

安全保障局長と会談した。同会談では、ポーランドと

フランスとの安全保障及び防衛に関する協力につい

て議論された。なお、同会談は、ポーランド・フランス

安全保障政策に関するラウンドテーブルとしてＢＢＮ

とＩＨＥＤＮ（Paris Institute of Higher National Defense 

Studies）により準備されたものである。 

 



 - 4 - 

ナゴルノ・カラバフ情勢に関する大統領府発表【９日】 

９日、大統領府は、ナゴルノ・カラバフ情勢に関す

る声明を発表した。同声明において、ドゥダ大統領は、

アルメニア・アゼルバイジャン間の継続する衝突につ

いて重大な懸念を持って注視しており、両国政府に

対し、市民を含む両国民の流血を止め、即時に交渉

のテーブルに戻ることを求める国際的なアピールを

支持する、と述べた。また、ドゥダ大統領は、法に基

づく国際関係の必要性について強調し、ポーランド

は、紛争は国際法の尊重と紛争の平和的解決の基

本的原則に従って解決されなければならないという

立場を一貫して主張してきた、と述べた。さらに、同

大統領は、戦争と破壊を繰り返し経験した国家の大

統領として、両国に対し、軍事行動を終了し、両国が

受け入れたフォーマットであるＯＳＣＥのミンスク・グ

ループの仲介による外交的・政治的交渉を通じた対

話を開始することを呼びかけた。 

 

新型コロナウイルス感染症に関するＶ４情報交換セ

ンターの創設【１０日】 

１０日、外務省は、新型コロナウイルス感染症対

策に関する情報共有のためにＶ４諸国の間で情報交

換センターを創設することを発表した。同センターは、

本年９月のルブリンでのＶ４首脳会合において合意

されたもので、Ｖ４諸国の外務省及び保健省の専門

家及び他の機関の代表等の参加の下、ビデオ協議

を毎週実施する予定。シンコフスキ・ヴェル・センク外

務副大臣は、記者会見において、Ｖ４諸国において、

コロナ対策のために取られた措置や関連する経験

及び知識を共有することは極めて重要である、と述

べた。同協議は、医療制度以外に、国境を超える移

動、航空輸送、国内規制等についても議論される予

定。 

 

ラウ外相のＥＵ外務理事会出席【１２日】 

１２日、ラウ外相は、ルクセンブルクで開催された

ＥＵ外務理事会に出席した。同会合では、ベラルー

シ情勢、ＥＵの対ロシア政策、セルビア・コソボ間の

対話に加え、ナゴルノ・カラバフ情勢及びラテン・アメ

リカ情勢ＥＵ・ウクライナ首脳会合、ベネズエラ情勢、

アフガニスタン及びモザンビークについても議論した。 

ベラルーシ情勢について、ラウ外相は、ＥＵ加盟国

の迅速な対応と連帯について謝意を表明し、特に

ポーランド及びリトアニアに続いて駐ベラルーシ大使

を召還したドイツに対する感謝を強調した。同外相は、

継続する抑圧及びベラルーシ当局の市民との対話

の意志の欠如に対するさらなる制裁を呼びかけた。

また、同外相は、ポーランドが提案した民主的なベラ

ルーシのための経済プランは対話と移行の重要なイ

ンセンティブとして発展するものであると欧州委員会

が発表したことを歓迎した。ＥＵ外相は、ルカシェン

コ・ベラルーシ大統領を含むベラルーシ当局に対す

るさらなる制裁に合意した。 

ラウ外相は、ナヴァリヌィ事件やベラルーシ問題に

おけるロシアの立場について、ＥＵとして断固とした

対応が必要であると強調した。同外相は、ＥＵ・ロシ

ア間の対話の重要な要素は人権状況の改善であり、

このような状況においては、ロシアに対するいかなる

政策変更も想像することができないと強調した。ＥＵ

外相は、独仏の提案するナヴァリヌィ氏に対する化

学兵器使用に対する制裁の提案を支持した。 

 

ヴェニス委員会による人権擁護官の任命に関する

発言【１２日】 

１２日、欧州評議会ヴェニス委員会（法による民主

主義のための欧州委員会）は、ポーランドの人権擁

護官の任命が遅れている状況について懸念を表明

した。人権擁護官の任期は５年で、下院の選出した

候補者に上院が同意する必要があるが、上下院が

与野党のねじれ状況にある影響もあり、候補者の選

出ができていない。現職のボドナル人権擁護官の任

期は本年９月９日に終了したが、人権擁護官法によ

り後任の候補者が選出されるまで任期が延長される。

同委員会は、人権擁護官は、民主主義、法の支配、

基本的自由、健全な経営にとって重要な要素であり、

後任が決まらない状況は、ポーランドにおける人権

保護に対して悪影響を及ぼしうると警告している。 

 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領によ

るポーランド・ウクライナ共同宣言の発出【１２日】 

１２日、ドゥダ大統領は、ウクライナを訪問し、ゼレ

ンスキー・ウクライナ大統領とポーランド・ウクライナ

共同宣言に署名した。両大統領は、戦略的パート

ナーシップであるポーランドとウクライナの二国間関

係の包括的な発展を表明し、２０世紀の戦争と抑圧

の被害者の捜索と発掘の重要性や両国内の少数自

国民の権利保護の重要性について強調した。また、

両大統領は、国際法の尊重の重要性を確認し、ロシ

アによるクリミアの違法な占領とウクライナ東部ドン

バス地域における侵略の終了を求めた。 

ゼレンスキー大統領は、ＮＡＴＯ基準に基づく安全

保障及び防衛部門の改革プロセスにおけるポーラン

ドの実践的な支援に対する謝意を表明した。これに

対し、ドゥダ大統領は、法の支配及び汚職との戦い

を強化するための野心的な改革努力を継続すること

を誓い、ポーランドはウクライナの体制的な移行プロ

セスに対するさらなる支援の用意があることを確認し

た。  

両大統領は、互恵的な経済協力の発展の重要性

について強調した他、欧州全体及び中・東欧地域に

おけるエネルギー安全保障の強化、資源及びエネ

ルギー供給の多様化の重要性、中・東欧における交

通、運輸、インフラ、イノベーション、投資の重要性に

ついても強調した。 

 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領の共



 - 5 - 

同インタビュー【１３日】 

１３日、ドゥダ大統領は、ゼレンスキー・ウクライナ

大統領と共同でテレビ（ＴＶＰ及びウクライナ２４）のイ

ンタビューに応じ、２０１４年のロシアによるクリミア併

合は国際法違反であるとして非難した。ドゥダ大統領

は、事実上ロシアがウクライナに対して宣戦した戦

争が終了するのは、ウクライナが、クリミア全体とル

ハーンシク及びドネツク地方の完全な支配を取り戻

したときであり、国際社会はロシアに対する制裁を維

持しなければならない、と強調した。また、同大統領

は、ウクライナ問題について、アゼルバイジャンとア

ルメニアの敵対関係が再燃しているナゴルノ・カラバ

フ紛争のような凍結された紛争としてはならない、と

述べた。ゼレンスキー大統領は、ポーランドのウクラ

イナ問題についての支援に感謝し、米国、ＥＵ、ポー

ランドがロシアに対して課している制裁は重大な圧

力となっている、と述べた。 

 

モラヴィエツキ首相とミシェル欧州理事会議長との会

談【１３日】 

１３日、モラヴィエツキ首相は、ミシェル欧州理事

会議長とビデオ会談を実施し、ＥＵ・英国関係、新型

コロナウイルス感染症の状況、ＥＵ基金の議論を含

む次回の欧州理事会における重要な議題等につい

て議論した。同会談は、１０月１５日及び１６日に開催

される欧州理事会に先駆けて実施された。 

 

欧州復興基金を巡るカチンスキ「法と正義」党首及び

ヤブウォンスキ次官の発言【１３日】 

１３日、カチンスキ副首相（「法と正義」（ＰｉＳ）党首）

は、右派系紙 Gazeta Polska Codziennie のインタ

ビューにおいて、ＥＵの次期多年度財政枠（ＭＦＦ）及

び欧州復興基金について、ＥＵによるポーランドへの

脅迫が継続する場合、同基金の成立を阻止すると

述べた。同副首相は、ポーランドのアイデンティティ

と自由と主権はあらゆるコストを払ってでも守らなけ

ればならないと強調し、ポーランドは、文化や生活様

式の価値を押しつけることを望み、ポーランドを従属

させようとすら考えているＥＵ内の勢力との戦いに直

面している、と述べた。また、同副首相は、ＥＵとの対

立を共産主義時代のソ連への従属となぞらえ、ポー

ランド人によって選ばれていないＥＵの職員が、ポー

ランドに対して自分たちの文化を検証し、国家にとっ

て最も重要なすべてを拒絶することを求めており、こ

れはＥＵ条約によって正当化されえない、と発言した。 

同日、ヤブウォンスキ外務次官は、右派系テレビ

のプブリカにおいて、ＥＵ予算が満足のいくものでな

かった場合、ポーランドは拒否権を発動する可能性

がある、と述べた。同次官は、経済的に豊かな「倹約

４カ国」（オーストリア、デンマーク、スウェーデン及び

オランダ）加盟国が、ポーランドが法の支配に違反し

ていることを口実として予算規模を縮小しようとして

いる、と述べた。ただし、同次官は、拒否権を発動す

るのは最終手段であるとも述べた。 

 

トールボーイ爆弾、ポーランド史上最大の不発弾を

処理【１３日】 

 １３日、シチェチン・シヴィノウイシチェ（Świnoujście）

の水中で、第二次世界大戦に使用されたトールボー

イ爆弾が発見され、ポーランド軍第８沿岸防衛艦隊

第１２機雷掃海中隊が爆破処理を行った。なお、これ

まで、世界各国でトールボーイ不発弾を処理した国

はない。 

 

新型コロナウイルス感染症に関する国家警察本部

報道官の発言【１０日】 

国家警察本部報道官はまた、直近２４時間の間に

１９５，５００人の隔離対象者に対する確認作業を行

い、約６００件の規則違反を発見したと述べた。同報

道官は、隔離を忌避する者に対して、保健当局の査

察官は最大３０，０００ズロチの罰金を科すことがで

きると強調した。関連する法律によると、保健当局は

５，０００から３０，０００ズロチの罰金を科す権限を有

しているという。さらに、同報道官は、口と鼻を覆う義

務に関して、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－

１９）の蔓延初期からこれまでの間、約１７６，２００人

に対して注意喚起を行い、約２１、８００人に対して罰

金を科し、約７，７００のケースにおいては裁判所に

対して罰則の申請を提出したと述べた。 

 

農業従事者が動物愛護法改定案に対する抗議活動

を実施【１３日】 

１３日、農業従事者が動物愛護法改定案をめぐり

ワルシャワで抗議活動を行った。同改定案は、ウサ

ギ以外の毛皮の養殖を全面的にすることが盛り込ま

れ、９月中旬に下院の採択を経ており、現在、上院

で審議されている。改定案では、宗教活動に必要な

場合のみ、動物の儀式的屠殺が許可されるとされ、

あらゆる儀式的屠殺は、農業大臣が内務・行政大臣

との合意により定義される。また、儀式的屠殺を行う

企業は、その損失が国家予算で補填される見込み

である。また、同改定案においては、サーカスなど娯

楽目的で動物を利用することも禁止される。 

 

統計の改ざんを行った警察官などを逮捕【１３日】 

国家警察本部報道官は、内部監査により、ワル

シャワ首都警察（ＫＳＰ）の自動車犯罪を担当する警

察官を逮捕したと発表した。一部報道によると、逮捕

された警察官は４名で、権力の乱用、職務の失敗、

統計の改ざんを行ったとのことである。逮捕されたあ

治    安    等 
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る警察官の自宅からは、違法薬物も発見されたとい

う。ＫＳＰは現在、自動車犯罪部門の組織再編を行っ

ている。 

 

反汚職庁が元副首相などを逮捕【１５日】 

 反汚職庁は、会社から資金を持ち出し、マネーロン

ダリングや自らのために利用し企業に損失を与えた

として、ロマン・ギェルティフ元副首相とリシャルト・ク

ラウゼ氏を逮捕したと発表した。同庁によると、会社

に与えた損失は、９，０００万ズロチを上回るという。 

 

付加価値税率の維持【８日】 

 ８日、ドゥダ大統領はＣＯＶＩＤ－１９の影響による

経済・社会生活の困窮に対応する為の関連法案に

署名した。同関連法案には、付加価値税（ＶＡＴ）率

を現行の２３％及び８％に維持する規定も含まれて

いる。新法案の起草者は、以前のＶＡＴ率（２２％及

び７％）に戻すのは、財政安定化規則の導入や公

的債務残高の対ＧＤＰ比が４３％以下になるなど、

複数の要件が満たされてから１年が経過した後に

のみ可能であると述べた。 

 

ドゥダ大統領のポーランド・ウクライナ輸送・エネル

ギー共同事業フォーラムへの出席【１３日】 

１３日、ドゥダ大統領は、ゼレンスキー・ウクライ

ナ大統領と共に、オデッサで開催された輸送・エネ

ルギー共同事業フォーラムに出席した。ドゥダ大統

領は、道路、橋梁、国境検問所、鉄道、港湾等のイ

ンフラ分野における両国間の協力の効率化の重要

性を強調した。また、それぞれ３，８００万人と４，２

００万人の消費者を有するポーランドとウクライナ

は欧州の巨大市場であり、ポーランドは東欧の重

要な輸送ハブとなろうとするウクライナの熱意を支

援すると述べた。さらに、両国の陸運・海運ターミナ

ルは、西欧、スカンジナビア、トルコ等の顧客を引

き付けると共に、東アジアとの貿易を扱うことも可

能であるとし、グダンスク港をバルト海のリーダー

にしたいと発言した。また、同フォーラムにおいて、

両大統領臨席の下、グダンスク港とオデッサ港と

の間の協力覚書の署名が行われた。同覚書に基

づき、両者は港湾開発、最新のロジスティクス・

サービス、複合一貫輸送、スマート港湾建設、グ

リーンな低排出ソリューション、従業員の訓練等で

の協力可能性を検討することとなっている。今年末

までにグダンスク-黒海輸送回廊に関する作業

チームを設立することにも合意した。 

 

政府、日曜日の商業施設営業禁止の一時解除を

検討【１４日】 

 １４日、ドヴォルチク首相府長官は、政府は日曜

日の商業施設営業を一時的に再開する可能性を

検討していると明らかにした。ポーランドでは、２０

１８年３月から一部の例外を除き、日曜日の商業施

設営業が禁止されている。現在、ＣＯＶＩＤ－１９の

拡大を受け、店舗での混雑緩和のために日曜日の

営業再開を求める声が挙がっている。

 

ＩＭＦによるポーランド経済見通し【１３日】  

国際通貨基金（ＩＭＦ）は，最新の「世界経済見通し

（ＷＥＯ）」において、ポーランドの経済成長見通しに

ついて、２０２０年はマイナス３．６％に縮小するが、２

０２１年には４．６％に回復するとし、４月発表時（そ

れぞれマイナス４．６％、４．２％）から予測を引き上

げた。ポーランドは経済危機の影響が比較的軽度な

数少ない国の一つに位置づけられており、ポーラン

ドよりも良好な経済見通しが示されたのは対象１９５

か国中１１か国のみであった。ＩＭＦは、ＣＯＶＩＤ－１９

への対応により、特に先進国において財政赤字が拡

大すると予測し、ポーランドについては、２０２０年に

財政赤字の対ＧＤＰ比は１０．５％に増加し、２０２１

年に４．３％に減少するとの見通しを示した。 

 

９月の消費者物価指数【１５日】 

中央統計局（ＧＵＳ）によれば、９月の消費者物価

指数（ＣＰＩ）は対前年同月比３．２％増、対前月比０．

２％増となった。サービス価格は対前年同月比７．

２％増、商品価格は対前年同月比１．７％増となった。

新中央空港（ＣＰＫ）に関するＥＵからの補助金【１３

日】 

ＣＰＫ特別目的会社を含む欧州のコンソーシアム

“Smart Airports Horizon 2020”が、空港設計におけ

る環境にやさしく持続可能な解決策の開発を目的と

した１，２００万ユーロの補助金を獲得した。ＣＰＫ特

別目的会社は５０万ユーロの補助金を受け取ること

になる。同コンソーシアムには、コペンハーゲンや

ローマの空港、デンマークの技術研究所、国際航空

運送協会（ＩＡＴＡ）等が含まれている。同補助金は、

経    済 

経済政策 

マクロ経済動向・統計 

ポーランド産業動向 
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ＥＵの研究イノベーションのための枠組みである

Horizon 2020の「Secure, Clean and Efficient 

Energy」の一部から出されている。同補助金は５年

間にわたり支給される。ホラワ・インフラ副大臣は、Ｃ

ＰＫ特別目的会社は航空バイオ燃料の補給のため

のインフラなどエネルギー効率の高い方法の設計を

最適に行う実施手法の準備を行うと述べた。同社の

ヴィルド社長は、ＣＰＫの目標として、ゼロエミッション

な空港インフラをあげ、同社がグリーンインフラストラ

クチャーやＥモビリティを計画していると述べた。ま

た、ＣＰＫに関する空港や鉄道への投資は、ＥＵの方

針に沿ったものであり、ＥＵからの支援が期待できる

と強調した。 

 

サムスンによる５Ｇ市場参入【１４日】 

オレンジ、T-Mobile、Playは、送信機のネットワー

クを構築のため、Samsung Networks と交渉に入っ

た。同社は、世界トップクラスの通信インフラのプロ

バイダだが、ヨーロッパ市場でのシェアは小さく、これ

までポーランドでは通信インフラの提供は実施してい

ない。 

原子力開発計画（ＰＰＥＪ）の閣議決定【９日】 

 原子力開発計画（ＰＰＥＪ）に関し、パブリックコメント

を踏まえた更新版が閣議決定された。更新されたＰＰ

ＥＪには、合計６～９GWの６基の原子炉の建設につい

て記載されており、スケジュールについて①技術選定

の実施：２０２１年、②初号機の建設地の選定、承認

及び契約の締結：２０２２年、③初号機の建設開始：２

０２６年、④二号機の建設開始：２０３２年、⑤初号機

の運転開始：２０３３年が記載されている。クルティカ

気候・環境大臣は、ＰＰＥＪの更新について、安定的

かつゼロエミッションエネルギー源の確保へのマイル

ストーンであり、原子力エネルギーのおかげで、ポー

ランドのエネルギー安全保障の確保が可能になると

述べた。ＰＰＥＪには、加圧水型原子炉（ＰＷＲ）の計

画のみ記載されており、沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）や

小型モジュール原子炉（ＳＭＲ）の計画については記

載されていない。設定された基準を満たすものとし

て、ウエスティングハウスのAP1000、韓国水力原子

力（KHNP）のAPR1400、フランスのFramatomeの

EPR、ロシアのVVRE、中国の華竜１号等がある。 

 

ポーランド・ウクライナ炭化水素の共同生産に関する

投資協定締結【１２日】 

 国営ガス・石油企業 PGNiGは、ＥＲＵ（ウクライナエ

ネルギー資源）との間で共同探鉱および生産プロジェ

クトのための投資協定に署名したと発表した。当該事

業は、PGNiGが所有するポーランド最大の天然ガス

田であるプシェミシル油田の近くにおいて実施され

る。必要な承認と許可を取得した後、２０２１年前半に

工事が開始される予定であり、同社は、当該事業は、

天然ガス供給の供給源の多様化を促進し、両国への

安定した安全な天然ガス供給を確保すると述べた。 

 

石炭業界との意見交換を踏まえエネルギー戦略を見

直し【１３日】 

ジスカ気候・環境副大臣は、政府と石炭業界との

協議における合意内容を踏まえ、現在策定中の２０４

０年までのポーランドエネルギー戦略（ＰＥＰ２０４０）

が部分的に改訂されることを認めた。また、天然ガス

と原子力エネルギーで補完された、ゼロエミッションエ

ネルギー資源に基づく代替エネルギーシステムを構

築するのに十分な時間があると主張した。 

 

国営ガス・石油企業PGNiGのヨーロッパクリーン水素

同盟（ＥＣＨ２Ａ）加盟【１４日】 

１４日、国営ガス・石油企業PGNiGは、ヨーロッパク

リーン水素同盟（ＥＣＨ２Ａ）に加盟したと発表した。同

同盟は欧州における水素経済のバリューチェーンの

構築に係る協力のためのプラットフォームとして欧州

委員会によって設立されたものである。同社は同委

員会が水素は欧州の気候中立達成に近づける燃料

であると信じていると述べた。同社は、水素の生産・

利用全体に関するネットワークを構築することを考え

ており、また、同同盟への参加により、水素エネル

ギー技術の開発やＥＵの規制への直接的な影響を与

える機会になるとしている。同社のクフィエチンスキ社

長は、同同盟への参加により、既にクリーン水素に関

連した活動を行っているパートナーの知識・経験を活

用することができると述べた。同社は、同同盟には、

２５０社以上の企業が参加しており、他にも政府・地

方自治体の機関だけでなく、研究機関や金融機関等

も参加していると述べた。

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近、ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が、経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証、（２）ド

エネルギー・環境 

大使館からのお知らせ 
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イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ）、又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ、これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため、現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し、最初にドイツ入国を予定している場合には、注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが、シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には、滞在国及び経由国の入国審査、滞在許可制度の詳細につき、各国の政府観光局、我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし、事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは、シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合、最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ、その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年６月現在）：２６か国 

アイスランド、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキ

ア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポーラン

ド、ポルトガル、マルタ、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

（１）外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に、日頃から注意を怠らないようにする。 

（２）以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピングモール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

（３）上記（２）の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにそ

の場を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意

を払う。 

（４）現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

（５）不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事館からの連絡を受け取ることができます。ま

た、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておくようにしてください。 

下記リンク先から「たびレジ」に登録することができます。 

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染が世界各地で報告されており、感染が報告された国々に

渡航していた方を介して、感染がさらに拡大する可能性があります。 

ポーランドでも３月４日に国内で初の同ウイルス感染者が認められて以降、感染者の増加が続いており、３

月２０日には、感染事態が宣言されました。 

９月１日には学校が再開しましたが、幼稚園、保育園の活動に制限があります（各園で対応が異なりますの

で、詳細は幼稚園、保育園に個別に御照会ください）。また、１０月１０日からポーランド全地域が一部の赤ゾー

ンを除き黄ゾーンに指定され、全ての公共の場でマスク等を着用して口及び鼻を覆う義務が生じます。公共交

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
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通機関では、搭乗できる人数が着席の有無にかかわらず座席数までに制限され、商店等では、人と人の間に

１．５メートル以上のソーシャル・ディスタンスを取ることとなります。マスク等で口及び鼻を覆う義務は、行政機

関、サービス等を提供する店及び職場でも適用されます。また、一部の地域（赤ゾーン）では、より厳しい制限

が科されます。今回の措置については、国家警察本部が同義務を履行しない者に対する取締りを厳しく行うと

発表していますので、御注意ください。 

最新情報を収集すると共に、手洗いうがいの励行、咳や発熱が認められる人に安易に近づかない等、感染

予防に努めてください。 

また、同ウイルスの感染拡大に伴い、東洋人に対する風評被害が発生しているとの情報もあるところ、ポー

ランド国内で被害に遭われた場合は、発生場所、日時等を含む可能な限り詳細な情報を当館領事部に提供い

ただくようお願いいたします。 

外務省は本件に関し、広域情報を発出いたしました。在留届を提出した方及び「たびレジ」へ登録している方

には既にメールが配信されております。最新情報は、下記リンク先で御確認ください。 

https://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

領事部連絡先 

E メール：cons@wr.mofa.go.jp 

電話番号：22-696-5005（受付時間：月～金曜日 9:00～12:30、13:30～17:00） 

 

マイナンバーカード取得のお願い 

 マイナンバーカードは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で、多様化・拡大する様々な手続・

サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは、マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで、役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり、２０２１年３月からは健康保険証としても使えるようになる予定です。 

現時点では、日本国内に住民登録のない海外居住者は、マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが、令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで、現在、在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は、市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので、帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう、お願い申し上げます。 

 

年金受給者の現況届提出について 

海外に居住している年金受給者は、年金の支給を引き続き受けるために、毎年、現況届に在留証明書等の

生存確認ができる書類を添えて、日本年金機構（以下「機構」という。）へ提出いただく必要があります。しかし、

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の影響によって郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居

住する年金受給者については、提出期限までに現況届を機構に提出することや機構から現況届様式を送付す

ることができなくなっています。 

このため、郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居住する年金受給者（提出期限が令和２年２月

末日以降である者）については、それぞれの国・地域において郵便の受付が再開された３か月後までの間は、

現況届の提出がなくても年金の支払いを継続する取扱いになりました。詳細については、下記リンク先を御確

認いただくか、日本年金機構のねんきんダイヤルにお問い合わせください。 

ねんきんダイヤル： （８１）３－６７００－１１６５ 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センターの入館再開 

平日 ９:００ – １２:３０、 １３:３０ – １７:００  

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐため、ご来館の際には所定の衛生条件に従っていただきます

ようお願い申し上げます。 

 

問合せ先：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話：  ２２-５８４- ７３ ００  、E メール： info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51、 Warszawa） 

 

https://www.anzen.mofa.go.jp/
mailto:cons@wr.mofa.go.jp
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html
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〔予定〕 ポーランド子供伝統空手選手権大会 【１０月２４日(土)～２５日（日）】  

 ヴロツワフにて、ポーランド伝統空手連盟主催による『ポーランド子供伝統空手選手権大会』が開催されます。入

場は無料です。 

開催場所：ヴロツワフ市、スポーツホール「オルビタ」、ul. Wejherowska 34 

詳細： https://pukt.pl/https-pukt-pl-puchar-polski-dzieci/ 

 

〔予定〕 オンラインセミナー「日本の文学」とオンライン書道ワークショップ【１１月３日(火)】  

 グロジスク・マゾヴェツキ市立図書館主催による司書向けのオンラインセミナー『日本の文学』（１０時）と子供向け

オンライン書道ワークショップ（１２時）が開催されます（ポーランド語）。参加費は無料です。 

開催場所：グロジスク・マゾヴェツキ市立図書館のファイスブックページ： https://fb.me/BibliotekaGrodziskMaz 

 

〔予定〕 「日本文化デー・スヴァウキ２０２０」 【１１月６日（金）～８日（日）】  

 スヴァウキにて、スヴァウキ市合気道クラブ主催による『日本文化デー・スヴァウキ２０２０』が開催されます。

映画上映、武道デモンストレーション、日本刀の展示、書道と日本料理に関する講演会とワークショップが予定

されています。入場は無料です。 

場所： スヴァウキ市文化センター、スヴァウキ市スポーツセンター、マリア・コノプニツカ博物館、映画館

「Cinema Lumiere」 

 

文化行事・大使館関連行事 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

https://pukt.pl/https-pukt-pl-puchar-polski-dzieci/
https://fb.me/BibliotekaGrodziskMaz
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

